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1．はじめに

2011年3月11日に発生した東日本大震災および福島

第一原子力発電所の事故により現在でも避難生活が続く

福島県浪江町では，2016年1月時点でも町への帰還は始

まっておらず，全町民が長期および広範囲にわたる一時

避難生活を強いられている．町からの復興状況の知らせ

やニュースなどは，町からの広報誌などを使って伝えて

はいるが，紙による情報伝達だけではタイムリーさや情

報の密度に欠け，十分に必要な情報を伝えられていると

は言いがたい状況であった．また，家庭によっては，仕

事の関係などで家族が別々に住んでいるところもあり，

町民同士の情報交換も必要とされている状況であった．

このような状況に対し，町はフォトフレームを配布し

情報配信を行っていたが，一方通行の情報配信であり，

その上更新頻度も低く，写真のスライドショー形式では

伝えきれない情報も多く，あまり有効に活用されている

状況ではなかった．そこで，町は新しいデバイスを配布

し，町民に必要な情報を届けることを決定した．利用す

るデバイスは，文字サイズや操作性などを考慮し，お年

寄りでも利用しやすいタブレット端末を配布することと

なった．タブレット端末を通じて情報を配信することで，

よりタイムリーな情報を伝えることができるとともに，

町民同士のコミュニケーションの活性化も期待できる．

また，ブラウザや動画ツールなどの既存ツールを利用す

ることでも，生活の質が向上することを狙った．

しかし，配布するタブレット端末を通じて，自治体と

してどのような情報を，どのように町民に届けることが

必要かを検討し，開発する必要があった．そこで，（一社）

コード・フォー・ジャパンに協力を依頼し，そもそも住

民はどのような生活を営み，どのような課題を持ってい

るのかを把握するためのペルソナ作成や，アイデアソン

／ハッカソンによる住民参加型のプロトタイピングを通

じて，できるだけ使われるアプリケーションの設計を実

施した．さらに，プロトタイピング実施以降も，町民の

反応を見ながらシステムを柔軟に変更するためのアジャ

イルプロジェクトマネジメントや，特定の事業者への依

存度を減らすためのオープンな調達仕様の作成や調達を

実施した．これにより，従来の同様の取り組みに比べ，

高い利用率を保つアプリケーションを，予定調達価格よ

りも大幅に下回るかたちで開発することができた．本稿

では，「町民中心設計」のポリシーの元に浪江町で行った，

これらの要求開発やシステム開発のプラクティス，およ

びその成果について述べる .　

（一社）コード・フォー・ジャパンでは，行政に対し

て高度 IT人材を派遣するフェローシップというプログ

ラムを行っており，このプログラムを使い浪江町にこれ

まで3名の技術者を派遣（2名はフルタイム勤務，1名は

パートタイム勤務）し，後述するワークショップのサポ

ートなども行っている．

本稿において，第2章では，浪江町の状況についてを

解説している．第3章では解決すべき課題について提
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示し，第4章では課題解決のための仕様検討プロセスに

ついて，第5章ではシステム調達とプロジェクトマネ

ジメントについて，第6章では得られた結果について，

第7章では，今後についてを記述している．

2．浪江町の状況について

浪江町は福島県東部の沿岸部にある自治体で，震災後

発生した福島第一原子力発電所の事故により，町内は全

域が避難指示区域に指定され，町民はいまだ仮設住宅や

借り上げ住宅，親戚などの家での一時避難生活を強いら

れている．震災発生時の住基台帳人口は21,434名，震災

による直接の死者は182名，その後の避難生活での体調

悪化や過労など間接的な原因で亡くなった震災関連死者

数は，本事業の検討時点である2013年12月31日時点で

315名を数える．避難先は福島県内が約7割で，和歌山

県以外のすべての都道府県に避難先が点在している[1]．
2013年8月9日～ 23日に町が行った帰還意向調査で

は，復旧後の町へ「戻りたい」が18.8％，「戻りたくな

い」が 37.5%であったが，「判断がつかない」が 37.5% 

あった．また，「判断がつかない」と回答した人は，判

断をするために必要な情報として，道路などのインフラ

の復旧や除染の現状や見込み，ほかの住民の意向などを

欲しており，町の復興の状況や見通しなどといった情報

をタイムリーに伝えていくことが必要な状況であった

（図1）[2]．

3．解決すべき課題

今回タブレット配布事業を行うにあたり，町では以下

の3つの目的を設定した．

1）町民同士の絆の維持，町民とふるさとの絆の維持

2）町からの情報発信の強化

3）町民の生活の質の向上

当初の配布対象は，約1万世帯ある世帯のうち，希望

する世帯すべてに1台ずつを配布する予定であった．

しかしながら，事業を検討するにあたり，町民に対し

てタブレット端末を配布している県内の先行自治体のタ

ブレット利用率（1カ月に1度でも触れたことのある場

合もカウント）を調査してみたところ，利用率は50%前

後であり，低いところでは35%と低迷している状況であ

った．利用率が低迷している原因として，アプリケーシ

ョンの開発が委託された大手事業者の主導で行われ，端

末によっては自由にアプリケーションがインストールで

きないなどの制限もあり，使い勝手が悪くなってしまっ

たことが挙げられる．

浪江町でも，多くの町民はタブレット端末を使ったこ

とがまったくなく，情報が届きづらくなっているメイン

の想定利用者がお年寄りでもあったことから，いかに使

ってもらえる，使いたくなるアプリケーションを設計す

るかが，最も重要な課題であった．

また，使いたい人が使うという一般のアプリケーショ

ンとは違い，避難先の環境や家族構成，ITリテラシー，

性格の違いなどがある中で，本当に必要とされるものを

開発することが必要とされていた．

4．町民とともに考えるプロセス

4.1　デプスインタビューとペルソナ
一口に避難生活といっても，県内避難／県外避難，仮

設住宅／借り上げ住宅，家族構成などによって状況はさ

まざまであり，それぞれのユーザニーズを把握するのは

容易ではない．そこで，

ユーザエクスペリエンス

デザインの専門家に依頼

をしてユーザインタビュ

ー（デプスインタビュー）

を実施した，デプスイン

タビューは，県内，県外，

仮設，借り上げ，家族構

成などを分け 10回を実

施した（表1）．
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図 1　浪江町への帰還を判断する上で必要と思う情報
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に直接訪問し，1件60分程度で実施した．インタビュー

にて町民プロフィールおよびライフスタイル，コミュ

ニティへの参加度合い，情報取得方法と ITリテラシー，

浪江町とのつながり意識について確認した．分析の結果，

みんなの相談役，巻き込み隊長，おひとり様，ピボット

家族，SOS，の5つのタイプの利用者が想定できること

を確認できた（図2）．

また，そのタイプごとに，今後のプロジェクト関係者

が対象グループのユーザのニーズを把握しやすくするた

めのペルソナを作成し，資料化を行った（図3）．

「本当に町民が必要とする」
アプリケーションを作るため
インタビューで現状を把握

4.2　アイデアソン
デプスインタビューとペルソナ作成を行うことで町民

の直面している課題についてはある程度整理ができた

が，何が必要なのか？　といった課題については，イン

タビューからではなかなか発見することは難しい．直接

当事者に「何が必要か？」ということを尋ねても，表面

的な分かりやすい対策以上の創造的な解を見つけること

は難しいからである． 

そこで，創造的な解決策を導き出すために，当事者を

含む多様な参加者を交えて解決策を考える，アイデアソ

ンを行うこととし，福島県内および都内で，計6回実施

した．

アイデアソンとは，アイディアとマラソンを組み合わ

せた造語であり，複数人が短時間でアイディアを出し合

うワークショップのことである．同じくハッカソンとい

う，ハックとマラソンから生まれたプロトタイプ作成ワ

ークショップに向けて，タブレット端末アプリケーショ

ンが備えるべきアプリケーションを導き出すことをゴー

ルとして設計した．

参加者には，当事者である避難住民，技術的な解決策

を提示できる技術者，およびデザイナなどを呼び，創造

的なアイディアが出るように工夫した．

本プロジェクトでは，全世帯に対してのアイディアを

考慮する必要があったため，前半の4回を拡散フェーズ，

後半2回を深掘りフェーズとして，2種類のアイデアソ

ンを行うこととなった．

4.2.1　アイデアソンの進行（拡散フェーズ）

アイデアソンは，大きく以下の3つのパートに分けて

進行した． 

A） 町の状況のインプット：役場職員から，町の位置，

震災当時の状況，一時避難の状況，帰還意向アン

ケートの結果といった町のマクロな状況や，現行

で町から行っている情報提供手段などについて解

説を行った．

B） ペルソナの解説：インタビューにより作成したペ

ルソナの，5つのタイプの利用者像（図2）を紹介

した．それぞれがどのような課題を抱えているか

を示し，できるだけユーザの実情を想定してアイ

ディアを出してもらうように工夫した．

C） アイディア創発ワークショップ：参加したメンバ

間で，現状の課題から創造的なアイディアを発想

するためのワークショップを実施した．ここでは，

技術者や避難生活を行っているお年寄りといった，

情報リテラシーもマインドも異なるようなメンバ

図 2　5つのタイプの利用者

図 3　ペルソナ資料

表 1　デプスインタビュー対象世帯数

世帯構成 福島県外
（借上げ住宅）

福島県内
（借上げ住宅）

福島県内
（仮設住宅）

子育て世代（家族） 1 1 1
高齢者（夫婦） 1 1 1
中高年男性（独居） 1 1 1
母子家庭 1 1 0

5つのタイプの利用者

人とのつながり
充足

福島や浪江の
情報不足

子供の成長に合わせて
生活に輪をつくる，
子育てファミリー

人とのつながり
不足

1人暮らしで
周囲の人との関わりが少ないが，
唯我独尊，好きなことをする人

ITリテラシーが高く
自分から情報を集めて発信したり
コミュニティをつくる人

近くに仲間がたくさんいて
必要な情報が集まる
コミュニティの中心的人物

福島や浪江の
情報充足

知り合いと離れ
福島の情報，避難先の情報が少なく
孤独感を感じている

タイプ5
”SOS”

タイプ4
”ピボット家族”

タイプ2
”巻き込み隊長”

タイプ3
”おひとり様”

タイプ1
”みんなの相談役”
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でも意見交換ができるように，以下のような工夫

を取り入れた．

•個人ワークと複数人でのワークとの切り替え

個人ワークとして，浪江町民同士のつながりや交流

が生まれるアイディアというテーマについて検討し

てもらった後，2人一組でのブレインストーミング

（スピードストーミング）を行うなど，個人ワーク

→チームワーク→個人ワークといったワークを繰り

返すことで，個人の主観的なアイディアを引き出し

つつ，それを参加者間で混ぜる工夫を行った．また，

その際に積極的にほかの人のアイディアへ便乗する

ことを推奨し，アイディア同士がほかのアイディア

につながりやすくするよう呼びかけた．

•アイディアスケッチと投票

アイディアをアイディアシートというかたちで1枚

の紙に簡潔にまとめて表現し，それを全員が見ながら

星印をつけていくことで，共感を生むコンセプトが浮

き上がってくるような工夫を行った（図4）．

•チームビルディングとアイディアの掘り下げ

共感を集めた上位のアイディアを出した人に発表を

してもらい，それに参加したいメンバが自主的に参加

する方法でチーム分けを行った．その後そのチームで，

アイディアに具体的に肉付けをしていく作業を行って

もらった．時間的に完全なものはできないが，考えた

内容を最後に発表してもらい，アイディアシートを回

収して次回以降のアイデアソンの参考とした．

4.2.2　アイデアソンの進行（深掘りフェーズ）
アイデアソン（拡散フェーズ）を数回行った時点で，

同じようなアイディアが多く出始めることに気がつい

た．そこで，拡散を中心としたそれまでのアイデアソン

のやり方を変更し，これまで出たアイディアをより深め

ていくようなアイデアソンを行うこととした．

まず，それまでの4回のアイデアソンで，延べ216名

から607のアイディアを収集していたが，それらを一旦

KJ法（情報をカードに記述し，カードをグループごと

にまとめて要約していく分類方法）で分類することで，

16種類のアイディアに分類した（表2）．

そして，これらの分類と出たアイディアをベースにさ

らに以下の2回のアイデアソン（深掘り）を実施し，各

分類に対して実現性の高いアイディアを作っていくブラ

ッシュアッププロセスを通じ，実際の活用シーンを検討

するユーザシナリオを作成した．

1）アイディアの可能性を引き出し磨くPPCOプロセス

分類されたアイディアの良い所を引き出し，さらに磨

くために，PPCOプロセスを実施した．PPCOプロセス

とは，PP（Plus Potential）フェーズで潜在可能性を列挙

し，C（Concern）フェーズで懸念点を列挙，O（Overcome）

フェーズで洗いだした懸念点を打破するという，石井力

重氏が開発したプロセスである（図5）．

主催側で16の分類を紹介し，それぞれ検討を行いた

い人達でチームを作り，シート（図6）を使いながら，

すべてのフェーズについて皆で話し合い，アイディアを

整理してもらった．このようなプロセスを通すことで，

思いつきのアイディアがより具体的に深まると同時に，

検討を進めていくとぶつかるであろうマイナス要因をあ

図 4　実際のアイディアシート

表 2　16分類されたアイディア群 
No. 分類

1 今日の“ふくしま”のローカルニュースが手に取るように
よく分かるテレビ番組

2 避難先での生活を助けてくれる便利情報・嬉しい情報満載
マップ

3 今のリアルな浪江の状況が臨場感があるカタチで目で見
える

4 機械が苦手な人でも毎日ついつい使えるヘルスケア＋サ
ポート

5 知りたい場所の放射線量と除染作業の進捗状況が知りたい
時にすぐ分かる

6 必要な申請手続きが簡単にシンプルにすぐできる

7 全国の浪江町民で地区対抗バトルができるオンライン対戦
イベント

8 ご近所さんや知人の子供の成長を見守れる子供成長日記
9 手がきで書いて紙のハガキが届くお便りツール

10 離れている知人のライフイベントを共有して人生を共に歩
むイベントカレンダー

11 浪江弁でしゃべれる可愛がれるペット的存在

12 同じ趣味を持つ人とおもいっきり会話ができる出会い促進
サービス

13 困ったことや想っていることを何でも吐き出せる

14 同じ時間に一緒のことをして，ライブでつながるきっかけ
づくり

15 タブレットやアプリの使い方を町民どうしが教え合える仕
組み

16 町民から町民へバトンを渡し，町民から配信するニュース
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らかじめ積極的に予測し，それを克服するアイディアを

皆で考えることで，より現実味のあるアイディアに落と

し込んでいった．

2）体験スケッチボードを使ったシナリオ作り

さらにアイディアに具体性を持たせるため，体験スケ

ッチボードという，ユーザ体験をまとめるための用紙を

使って，実際にはユーザがどのようにサービスを知り，

利用するかを考えてもらった．体験スケッチボードとは，

（株）グラグリッドが作成したテンプレートで，あるサ

ービスを使うユーザがどのようにサービスを体験するか

を記述するためのシートである（図7）．このようなシ

ートを使いユーザ体験を検討することで，より具体的な

利用シーンを検討することができるようになった．

4.3　ハッカソンによるプロトタイピング
アイディアシートのままでは，実際にそのアイディア

がどのようなシステムであり，どのような機能を持つべ

きなのか，実際にその機能が住民のリテラシーで利用可

能なのか，住民は利用したくなるのか，現実的にアプリ

ケーションが作成可能なのかといった点までは分からな

い．しかし，一度しかできない発注業務で，実現可能か

どうか分からない仕様書を作成して調達を行うことはか

なりのリスクがある．

そこで，ハッカソンを通じて，アイディアを実際に動

くかたちまで実装して，実現性を確認した．

4.3.1　ハッカソン

ハッカソンは，東京および二本松を会場にして2回，

土日の2日間のイベントとして実施した．参加者はそれ

ぞれ50名程度であり，エンジニアが4割，デザイナ1割，

浪江町関係者2割，その他3割といった構成であった．

多様なメンバが参加することで，さまざまな視点を取り

入れたアウトプットが生まれることを期待した．

また，ハッカソンには参加者からの技術的な質問に答

えるメンターと呼ばれる専門家をつけることで，参加者

の技術力を底上げし，品質を上げるような工夫を行った．

ハッカソンの開始時には，参加者に対して改めて浪江

町の現状や課題について解説を行い，その後事前にアイ

デアソンで提示した16種類のテーマと，掘り下げたユ

ースケースを提示し，参加したい人がテーマに集まるか

たちでチームを作り，開発を行ってもらった．その結果，

各回7～ 8チームが生まれ，それぞれが作品を作ること

ができた．

各チームは，2日間集中して開発を行い，最終的には

何かしら動作するアプリケーションを開発することを目

指した．

4.3.2　タッチアンドトライ

誰でも参加できるアイデアソンとは違い，ハッカソン

での開発プロセス自身に住民に参加してもらうことはで
図 5　PPCOプロセス

図 6　PPCOシート

「PPCO」プロセス

潜在可能性の列挙 懸念点の列挙 懸念点の打破

Plus Potential Concern Overcome

図 7　体験スケッチボード
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きなかったが，作成したアプリケーションを実際に試し

てもらうために，住民を呼んで実際にアプリケーション

を使ってもらうタッチアンドトライをハッカソンの最終

日に行った（図8）．

そこでは，各チームが開発したものを3分間でプレゼ

ンテーションした後，実際に作ったプロトタイプを住民

の方に体験してもらった．

体験をしてもらった結果，浪江町の日々のニュースが

分かる新聞アプリ，放射線量が視覚的に分かる放射線

アプリ，町民同士の情報の交換ができるアプリなどは，

予想通りニーズが高いことが分かった．また，同時に，

YouTubeや地図などの既存のアプリも利用してもらうこ

とで，タブレット端末自体を使う際のハードル，操作で

難しいと感じる点，魅力的だと感じる機能なども把握す

ることができた．

5．オープン調達とアジャイル開発

ユーザインタビュー，アイデアソン，ハッカソンを経

ていくつかのプロトタイプが作成された．この中から，

明らかに要望が多く優先度も高いローカルニュースの配

信，放射線量情報の配信，行政情報配信と，町民同士の

コミュニケーションに強く影響しそうな世帯間SNSおよ

び，利用率向上に寄与しそうな待受キャラクタ（アバタ）

を開発することを決定した．これについて，公開入札に

より事業者を公募し，開発を行っていく必要があった．

ハッカソンを行うことで，
調達をかける前に，

目指すべきシステムの理想形を探る

以前，同様の取り組みを調査した際に，開発したシス

テムを改修したいと思っても，特定の事業者に閉じたシ

ステムで組んでしまうとその事業者以外には改修を行う

ことができないという問題が発生していた点や，他地域

でも利用できるようなシステムを目指したいという点を

考慮して，オープンソース化を行うことと，極力オープ

ンなシステムを使うことを前提として調達仕様書を作成

した．また，事業者の決定も含めて，住民に開かれたも

のにしたいという思いから，入札事業者のプレゼンテー

ションや採点表も公開型で行うこととした．

入札の方式は，最低落札価格による入札ではなく，有

識者も交えて，価格のみではなく技術面や提案も評価す

るプロポーザル方式にて行った．

5.1　仕様書の作成
仕様書の作成には（一社）コード・フォー・ジャパン

のメンバも参加し，作成するソフトウェアはオープンソ

ース化を行うこと，汎用的なシステムを利用すること，

システムの開発フェーズでは，アジャイルプロセス（反

復型開発の方法の例）を行うこと，プロトタイプの段階

で町民に使ってもらいながら開発を行っていくことを盛

り込んだ．

また，アジャイル開発を行うことから，それぞれのア

プリケーションの詳細を事細かに決めるのではなく，ハ

ッカソンで作成されたプロトタイプの画面イメージやア

イディアスケッチなどを盛り込み，アプリケーションで

達成すべき内容を伝えるのみとした．また，目指すべき

KPIも提示した．

さらに，すべてを自前で開発するのではなく，動画で

あればYouTubeを，テレビ電話であればLINEを活用す

るなど，従来のソフトウェアで可能なものを活用するこ

とで，開発工数を減らした．

過去の類似の取り組みでは，通信事業者に回線とアプ

リの開発を一括で依頼することが多かったが，多くの事

業者が参加できるように，回線とアプリケーション開発，

運用を分け公募を行った結果，6社からの応募があった．

5.2　プレゼンテーションや採点の公開
町民に開かれた入札を目指すために，入札事業者のプ

レゼンテーションは，事前に了解を得た上でWeb上に

掲載した．また，選定結果の採点表についても同様に公

開を行った[3]．
公開を行うことで，落選した事業者からも，「納得度

が高い」「今後の提案の参考になる」などの感想を得た．図 8　タッチアンドトライの模様
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5.3　オープン調達とアジャイル開発の効果
オープンソースの活用をはじめとするオープン調達に

よって，従来の取り組みを元に算出した予定調達価格に

対し，3年間で1億円，率にして50%近くの削減を実施

することができた．また，アジャイル開発を行うことで，

随時住民に使い勝手のフィードバックをもらい，使いや

すいシステムを開発することができた．特に，ユーザイ

ンタフェースに関しては，仕様書だけでは表現しきるこ

とは難しいが，今回は実際に町民に使ってもらいフィー

ドバックをもらいながら開発することで，より使い勝手

の良い物を開発することができた．

事業者側の目線からも，すでに決定した仕様を開発す

るのではなく，何が必要かという点から町側と考える今

回の仕組みは新鮮なものであった．開発チームのプロジ

ェクトマネージャであった山口氏は「町民の方の声を聞

きながら細かく改善していった結果，作業的には大変で

したが，町民の皆さんが幸せになる．大変な部分もあっ

たけど，それがあるから頑張れた」[4]と語った．

6．得られた結果

町民中心設計プロセス（ユーザインタビューによるペ

ルソナ作り，アイデアソンやハッカソンといったワーク

ショップによるアイディア創出やプロトタイピング），

民間人材の登用，オープンな調達，アジャイル開発とい

ったプロセスを通じ，他市の同様の事例に比べても利用

率の高いアプリケーションを開発することができた．

結果的に，新聞という住民にも理解がしやすいメタフ

ァを使った，“浪江新聞”や写真を撮って共有するとい

う，簡便に使えるインタフェースを備えた“浪江写真投

稿”をはじめとするアプリケーションや，町民からの公

募の末選んだ“うけどん”というキャラクタを使った待

受キャラを開発することができた（図9）．

また，単にタブレットを配布するだけではなく，県

内外の避難所や公民館などで，タブレットの使い方の

講習会を50回以上開催し，延べ1,700人以上の町民が参

加した．

結果として，予定調達価格を1億円削減しただけでは

なく，先行していた福島県内の他4町村での同様の事例

公開型の調達を行うことで，
予定調達価格に対する 50%，

1億円の削減を実現

図 9　待ち受けキャラ “うけどん”

に比べても高い水準である，70%を超える利用率を達

成することができた（他4町村では50%前後）．2015年

4月と5月については，利用率は80%を超えていた．配

布開始してから1年近くたった2015年 11月現在でも，

70%を超える利用率を維持している．

また，本プロジェクトで開発された待ち受けキャラク

タの“うけどん”は，町民の間でも人気のキャラクタと

なり，タブレット端末以外の市の配布物や，イベントな

どでも利用されるようになった．

本事業は，ディジタル上のツールを使って，地理的に

断絶されてしまったコミュニティをどのようにつなげ直

すか，または新たなコミュニティ作りのきっかけにする

か，というチャレンジであった．ヒアリングを通じて，「県

外では特におくやみの情報が必要とされている」などと

いった事実や，仮設住宅の中で新しく生まれている住民

コミュニティの中で必要とされている情報など，具体的

なニーズを拾うことができた．また，アイデアソンやタ

ブレットの講習会の場を通じて，役場の担当者と住民の

間で，陳情や要望とは違うポジティブで未来志向な関係

性が生まれるなどの効果もあった．

また，町が行った住民意向調査の結果を見ても，

3,056名中472名が非常に満足，1,329名がやや満足（満

足以上70.5%）と回答しており（表3），町からの情報提

供や，ふるさととのつながりの実感などの点で高評価を

得た．

重要な点は，タブレット端末やアプリケーションはあ

くまでツールにしか過ぎないということである．結局は，

何を作るかではなく，なぜ，どのように使ってもらうか

を突き詰めていく作業と平行しながら開発を進めていく

こととなる．役場の内部や，町内会や仮設住宅コミュニ

ティの中で主導的な役割を行っている人，復興支援員な
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アンケートにご協力ください　https://www.ipsj.or.jp/15dp/enquete/enq_dp0702.html

どといった人たちに使ってもらうためにどうするか，と

いった点に対する答えは，対話を重ねていく中でしか出

てこない．具体的なものを見せながら説明をしていくこ

とで，より突っ込んだ話ができていく．プロトタイピン

グやアジャイル開発（反復開発）を続けていくことで，

おぼろげであったゴールが段々とクリアになっていくの

である．

ステークホルダごとの利害関係が複雑になりやすくゴ

ールが見えにくい公共サービスこそ，今回のように住民

を設計に巻き込む「町民中心設計」プロセスが有効であ

るということが得られた．

7．おわりに

現在，配布後のフィードバックを元に，引き続き，開

発したアプリケーションについての改善や追加アプリケ

ーションの開発を行っているが，今回のシステム開発

は年度ごとに調達を行う必要がある．また，数年後に

はタブレット端末のOSのバージョンアップや故障等に

より，配布したタブレットが利用ができなくなる可能性

もあり，住民自身が購入したタブレット端末やスマート

フォンへのインストールができるようにする改修を行う

必要もある．これらのサポートの一部はすでに始まって

いるが，今後，予算が限られる中で，長期的，継続的に

発生する運用をどのように行っていくかは今後の課題で

ある．

表 3　タブレット利用満足度（避難先別）

n=3,056 県内 県外 無回答 合計
非常に満足 313 155 4 472
やや満足 934 382 13 1,329
どちらとも言
えない 484 156 1 641

やや不満 67 25 0 92
非常に不満 12 9 0 21
無回答 369 125 7 501
合計 2,179 852 25 3,056
母子家庭 1 1 0

今回開発したアプリケーションは，オープンソースで

公開しているため，同様の機能が必要であれば無料でコ

ピーして改良を加えることができるようになっている．

今後は他自治体への横展開や，コミュニティベースでの

改善活動などについても積極的に行っていきたいと考え

ている．

謝辞　本プロジェクトの実現においては，浪江町役場の

担当者の方々の本活動への前向きな理解と行動がなけ

れば，実現は不可能であった．心からの感謝を申し上げ

たい．
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